
貸　借　対　照　表

2024年3月31日現在

(単位:千円)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流　動　資　産 2,528,138 流　動　負　債 2,433,832 

現 金 及 び 預 金 54,703 海 運 業 未 払 金 1,582,589 

受 取 手 形 28,024 そ の 他 事 業 未 払 金 303,620 

海 運 業 未 収 金 941,068 未 払 金 108,955 

そ の 他 事 業 未 収 金 758,863 未 払 費 用 112,618 

未 収 金 54,774 未 払 法 人 税 等 43,325 

商 品 及 び 貯 蔵 品 44,860 未 払 消 費 税 等 114,128 

前 払 費 用 134,095 預 り 金 10,539 

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 259,585 契 約 負 債 99,298 

短 期 貸 付 金 248,641 賞 与 引 当 金 58,234 

そ の 他 の 流 動 資 産 3,521 そ の 他 の 流 動 負 債 523 

固　定　資　産 10,588,329 固　定　負　債 1,357,096 

 有 形 固 定 資 産 9,919,276 退 職 給 付 引 当 金 1,095,808 

船 舶 9,014,507 繰 延 税 金 負 債 167,299 

建 物 37,137 預 り 保 証 金 80,887 

構 築 物 30,552 そ の 他 の 固 定 負 債 13,100 

機 械 装 置 95,997 

車 両 運 搬 具 32,387 

器 具 備 品 72,054 

土 地 636,639 負　債　合　計 3,790,928 

純　資　産　の　部

株　主　資　本 8,957,998 

 無 形 固 定 資 産 79,500 　資　　本　　金 100,000 

電 話 加 入 権 5,412 

ソ フ ト ウ エ ア 69,569 　資　本  剰  余  金 1,900,000 

施 設 利 用 権 4,518 その他資本剰余金 1,900,000 

　利  益  剰  余  金 6,957,998 

 投資その他の資産 589,551 利　益　準　備　金 500,000 

関 係 会 社 株 式 13,700 その他利益剰余金 6,457,998 

投 資 有 価 証 券 20 船 舶 建 造 積 立 金 500,000 

出 資 金 100 特 別 償 却 積 立 金 256,476 

長 期 貸 付 金 4,250 別 途 積 立 金 3,100,000 

差 入 保 証 金 154,901 繰 越 利 益 剰 余 金 2,601,521 

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 416,357 

そ の 他 の 投 資 222 評価・換算差額等 367,540 

　繰延ヘッジ損益 367,540 

純資産合計 9,325,538 
資　産　合　計 13,116,467  負債及び純資産合計 13,116,467 
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1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価方法及び評価基準

ア.子会社及び関連会社株式
総平均法による原価法

イ.その他有価証券
市場価格のない株式等　　　総平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（3）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

（4）有形固定資産の減価償却の方法
船舶は定額法、その他の有形固定資産は定率法
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（5）無形固定資産の減価償却の方法 
定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）にもとづく
定額法によっております。

（6）引当金の計上基準
ア.貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

イ.賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して
おります｡

ウ.退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職金要支給額から、独立行政法
人勤労者退職金共済機構からの給付見込額及び確定拠出型企業年金の掛金累計額を控除
した額を計上しております。

（7）ヘッジ会計の方法
ア.ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
イ.ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ----- 商品スワップ取引
ヘッジ対象 ----- 燃料費

ウ.ヘッジ方針
社内管理規程に基づき、燃料費の変動リスクを軽減することを目的としてデリバティブ
取引を利用しており、投機目的の取引は行っておりません。

エ.ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は価格変動額とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
変動の累計又は価格変動額とを比較し両者の変動額等を基礎にして判断しております。

（8）収益及び費用の計上基準
当社は、物流関連事業の内容として、「海運業」及び「貨物利用運送事業（その他事業）」を
行っており、顧客との運送契約に基づき、旅客及び貨物を目的地まで輸送する履行義務を
負っております。「海運業」及び「貨物利用運送事業（その他事業）」においては、一定期間
における履行義務の充足に伴って収益を認識しております。

2.収益認識に関する注記
　　　　収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「1.重要な会計方針」の「（8）収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

3.時価の算定に関する注記
    「8.金融商品に関する注記」において金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する
   　　　注記に記載しております。

個　別　注　記　表
2023年4月 1日まで
2024年3月31日まで



4.貸借対照表に関する注記　　
（1）有形固定資産の取得価額から控除されている国庫補助金等による圧縮記帳額

船 舶 863,501 千円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 　　 22,774,777 千円
（3）関係会社に対する金銭債権・金銭債務　　

211,200 千円
200 千円

86,250 千円

5.損益計算書に関する注記　　
関係会社との取引高　

営業収益 1,592,984 千円
営業費用 903,779 千円

6.株主資本等変動計算書に関する注記　　　　　
（1）当事業年度の末日における発行済株式総数 40,000 株
（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
 ・配当金支払額

2023年6月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　普通株式の配当に関する事項
　　　配当金の総額　　 394,000,000円
　　　1株当たりの配当額 9,850円
　　　基準日
　　　効力発生日

　・基準日が当事業年度に属する配当のうち配当の効力発生日が当事業年度末日後となるもの
2024年6月19日開催の定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。
　　普通株式の配当に関する事項
　　　配当金の総額　　 188,000,000円
　　　1株当たりの配当額 4,700円
　　　基準日
　　　効力発生日 2024年6月20日

7.税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 賞与引当金 20,032 千円
退職給付引当金 376,958 千円
減価償却費超過額 115,310 千円
未払事業税・未払地方法人特別税 7,413 千円
その他 14,439 千円
繰延税金資産小計 534,154 千円
評価性引当額 △ 367,731 千円
繰延税金資産合計 166,422 千円

(繰延税金負債) 特別償却積立金 134,493 千円
繰延ヘッジ損益 192,734 千円
その他 6,494 千円
繰延税金負債合計 333,722 千円

繰延税金資産の純額 △ 167,299 千円

8.金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

デリバティブは、船舶燃料油の価格の変動に対するヘッジを目的とした原油スワップ取引で
あります。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法
等については、前述の「１.重要な会計方針」の「（7）ヘッジ会計の方法」をご参照ください。
デリバティブ取引の執行・管理については、当社の社内管理規程に従って行っており、また、
デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関
等とのみ取引を行っております。

2024年3月31日

短期金銭債権  
長期金銭債権  
短期金銭債務  

2023年3月31日
2023年6月23日



（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、「受取手形、海運業未収金、その他事業未収金及び短期貸付金」、「海運業未払金及び
その他事業未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

あることから、記載を省略しております。

貸借対照表
計上額 (千円）

時　価
（千円）

差　　額

　・デリバティブ取引（＊）   675,943   675,943 －　

（＊）デリバティブ取引において生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
　合計で正味の債務となる項目については（　）で表示しております。

9.関連当事者との取引に関する注記

（注） 当社では、ｸﾞﾙｰﾌﾟ内の資金を一元管理するｷｬｯｼｭ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽを導入しており、
 参加会社間で資金の貸借を日次的に行っているため、取引金額は記載しておりません。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）
上記は、一般的取引条件や市場価格等を勘案し、価格交渉の上取引を行っております。

10.1株当たり情報に関する注記
（1） 1株当たり当期純利益 　　　　　　 9,357円 　　65銭
（2） 1株当たり純資産額       　　　　　　233,138円 　　47銭

11.当期純損益金額

当期純利益 374,306 千円

　　　最も低いレベルに時価を分類しております。 

　　・デリバティブ取引
　デリバティブ商品の時価は、金融機関等から提示された価格等に基づき算定

　　 しており、レベル２の時価に分類しております。

（単位：千円）

項目

  それらのインプットが属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
　　　応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場
　　　　　　　　　　　価格により算定した時価 
　 　 レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能な
　　　　　　　　　　  インプットを用いて算定した時価 
　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

属性 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者

との関係
取引内容 取引金額 科目 期末残高

(注) 
資金の貸付 －  247,101 

資金の借入 －  －

利息の支払 946 

親会社の
子会社

名鉄エリアパート

ナーズ(株)

被所有なし 燃料等の
購入

燃料等仕入 3,133,509 海運業未払金 437,485 

売上代金の回収 2,353,670 海運業未収金 249,294 
修繕費等の支払 95,832 海運業未払金・未払金 52,544 

海運業未収金 2,580 
その他事業未収金 202,500 

関連会社
太平洋

ライナー㈱
所有

38.9％
ｻｰﾋﾞｽの

提供
運賃の収受

短期貸付金
短期借入金

資金の貸付
資金の借入

1,590,584 

収納代行
委託

親会社の
子会社

㈱名鉄ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄｻｰﾋﾞｽ

親会社の
子会社

㈱メイテツコム
被所有なし

被所有なし


